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平成平成平成平成２０２０２０２０年 給 与 勧 告 等年 給 与 勧 告 等年 給 与 勧 告 等年 給 与 勧 告 等 のののの 概 要概 要概 要概 要 平成２０年１０月９日奈 良 県 人 事 委 員 会本委員会は、本日、県議会及び知事に対して、職員の給与等に関する報告及び勧告を行いました。その概要は、以下のとおりです。
○○○○ 給与勧告給与勧告給与勧告給与勧告ののののポイントポイントポイントポイント

～ 月例給、ボーナスともに本年は水準改定なし ～

① 公民較差（０．０７％）がわずかであり、月例給の改定なし

② 期末・勤勉手当（ボーナス）は民間の支給割合とおおむね均衡し、改定なし

③ 人材確保のため、医師の初任給調整手当については、人事院勧告の内容を

参考に改定

○○○○ そのそのそのその他他他他（（（（報告事項報告事項報告事項報告事項））））

職員の勤務時間について、１日７時間４５分、１週３８時間４５分とすることが適当

ⅠⅠⅠⅠ 職員職員職員職員のののの給与給与給与給与についてについてについてについて１１１１ 公民較差公民較差公民較差公民較差（（（（月例給月例給月例給月例給）））） 較 差民間の給与 (Ａ) 職員の給与 (Ｂ) (Ａ)－(Ｂ)(Ａ) － (Ｂ) ×100(Ｂ)４０８，５８５ 円 ４０８，２９２ 円 ２９３ 円 ０．０７ ％（注）１ 職員の給与は、行政職給料表適用者（平均年齢44.8歳､平均経験年数23.2年）であり、諸手当を含む。２ 職員の給与は、特例条例による減額措置前の額であり、減額措置後は、職員の給与401,779円 較差6,806円 1.69％である。２２２２ 給与改定給与改定給与改定給与改定のののの考考考考ええええ方及方及方及方及びびびび内容内容内容内容＜月例給＞① 公民給与の精確な比較による適正な職員給与水準の維持・確保を図る② 公民較差がわずかで給与水準はほぼ均衡していることから、給料表の改定を行わないことが適当③ 諸手当についても、民間の支給状況を踏まえると、改定する特段の必要性は認められない↓＜＜＜＜月例給月例給月例給月例給についてはについてはについてはについては、、、、改定改定改定改定をををを行行行行わないわないわないわない＞＞＞＞＜期末・勤勉手当＞職員の支給月数（４．５０月）は、民間の支給割合（４．５１月）とおおむね均衡↓＜＜＜＜期末期末期末期末・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当についてはについてはについてはについては、、、、改定改定改定改定をををを行行行行わないわないわないわない＞＞＞＞
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＜医師の給与＞優秀な医師の確保は重要な課題であることから、医師の初任給調整手当を人事院勧告を参考に改定（平成２１年４月１日実施）＜教員の給与＞・ 現在、国において教員給与制度全般についての見直しが進められている・ 教員の義務教育等教員特別手当については、当該見直しに向けた検討内容を考慮して全国人事委員会連合会が主体となって作成した手当額表を参考に改定することが適当＜その他＞・ 住居手当については、人事院において見直しの方向が示されたところであるが、本県の実情等を踏まえ検討・ 単身赴任手当については、人事院において改善を検討することとしており、国の動向に留意・ 特殊勤務手当については、業務の特殊性・困難性を適切に反映した見直しを推進３３３３ 勤務実績勤務実績勤務実績勤務実績のののの給与給与給与給与へのへのへのへの反映反映反映反映についてについてについてについて勤務実績の給与への反映については、管理職における勤勉手当の成績率の運用から実施されているが、その対象者の拡大に向け、取組を一層推進
ⅡⅡⅡⅡ 職員職員職員職員のののの勤務時間勤務時間勤務時間勤務時間についてについてについてについて・ 人事院は、民間事業所の所定労働時間の調査結果等を踏まえ、職員の勤務時間について、１日当たり７時間４５分、１週間当たり３８時間４５分とすることを勧告・ 県内民間事業所における所定労働時間は、国の調査結果とほぼ同様・ 職員の勤務時間は、県内民間事業所の所定労働時間の状況や国家公務員の勤務時間との均衡を考慮して定めることが、地方公務員法に定める情勢適応の原則にかなうことから、人事院が勧告した内容を参考に、他の都道府県の動向にも留意して見直しを行うことが適当・ 実施に当たっては、勤務体制の見直しを行い、行政サービスに支障が生じることのないようにするとともに、公務能率の一層の向上に努め、行政コストの増加を招かないようにすることが必要
ⅢⅢⅢⅢ 高齢期高齢期高齢期高齢期のののの雇用問題雇用問題雇用問題雇用問題についてについてについてについて公的年金の支給開始年齢の段階的引き上げに伴い、満額年金受給までの空白期間が発生することから、人事院では昨年から高齢期の雇用確保策について総合的に検討を進めてきており、本県においても、人事院の検討状況に留意
ⅣⅣⅣⅣ 仕事仕事仕事仕事とととと生活生活生活生活のののの調和調和調和調和にににに向向向向けたけたけたけた勤務環境勤務環境勤務環境勤務環境のののの整備整備整備整備についてについてについてについて１１１１ 両立支援両立支援両立支援両立支援のののの推進推進推進推進・ 子どもの看護休暇の対象となる内容及び子の範囲について検討するなど、さらに制度の充実に努めることが必要・ 男女共同参画の観点から、女性について優秀な人材を確保し、管理職への登用を積極的に推進することが重要であり、そのためには、男女がともに働きやすい職場環境の整備が必要・ 男性職員の育児休業をはじめ各種制度の利用が進んでいない状況にあることから、制度が利用しやすい職場環境の整備を進めるとともに、その普及・啓発に努めることが必要２２２２ 時間外勤務時間外勤務時間外勤務時間外勤務のののの縮減及縮減及縮減及縮減及びびびび年次有給休暇年次有給休暇年次有給休暇年次有給休暇のののの取得促進取得促進取得促進取得促進・ 時間外勤務の縮減のためには、日常業務の点検を進めるなど、職員一人ひとりの意識改革が必要・ 管理職員は、コスト意識や経営感覚を持って、マネジメント能力を一層発揮することが必要・ 年次有給休暇については、職員自ら計画的・連続的な取得に努めるとともに、職場全体としても、休暇が取得しやすい職場環境の整備に取り組むことが必要
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３３３３ メンタルヘルスメンタルヘルスメンタルヘルスメンタルヘルス対策対策対策対策・ 相談事業や講習会の開催に加えて、職場復帰に向けてのプログラムを策定して、復帰支援を進めているところであるが、本委員会としても、復帰支援策がより実効のあるものとして運用されるよう、見届ける必要がある・ 各職場においては、職員間でコミュニケーションを活発に行い、職員のメンタルヘルスに関する理解を深めることにより、心身の故障が起こりにくい勤務環境の整備に取り組むことが必要
ⅤⅤⅤⅤ 公務員倫理公務員倫理公務員倫理公務員倫理のののの確保確保確保確保についてについてについてについて・ 不祥事が発生した場合は、速やかに公正かつ厳正な対応を行い、併せて県民への説明責任を果たすことが必要・ 職員一人ひとりは、公務員は県民の負託に応え、適正に公務を執行するべき責務があり、より高い倫理観や法令遵守の精神が強く要求されるものであるということを改めて自覚するとともに、県民の信頼を裏切ることのないよう、公私を問わず行動することが求められる
ⅥⅥⅥⅥ 給与勧告制度給与勧告制度給与勧告制度給与勧告制度のののの意義及意義及意義及意義及びびびび実施実施実施実施のののの要請要請要請要請・ 給与勧告制度は、労働基本権が制約されていることの代償措置として、職員に対し、社会一般の情勢に適応した適正な給与水準を維持・確保する手段として重要な役割を果たしていると思料・ 議会及び知事におかれては、給与勧告制度が果たしている役割に深い理解を示され、勧告どおりに実施されるよう要請・ 特例条例による給与の減額措置については、誠に遺憾であるが、本県の厳しい財政状況の下、財政健全化に向け、行政分野全般の見直し及び直面する諸施策課題に継続して積極的に取り組まれていることなど諸般の事情を総合的に考慮すると、やむを得ないものと思料。今後、諸情勢が整い次第、給与勧告制度に基づく本来の職員の給与水準が確保されるよう望むもの・ 職員においては、県民全体の奉仕者としての高い使命感と倫理観を保持し、より一層県民の信頼に応えられるよう、職務に精励されることを期待
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【参考】＜平均年間給与試算＞適用給料表 適用者数 平均年齢 平均経験年数 平 均 給 与 平 均 年 間 給 与(人) (歳) (年) (円) (円)行政職給料表 3,928 44.8 23.2 ４０８，２９２ ６，８０７，０００（注）特例条例による減額措置がないものとした場合で算出。
モ デ ルモ デ ルモ デ ルモ デ ル 給 与 例給 与 例給 与 例給 与 例 （行政職給料表適用者）項目 年 齢 家 族 構 成 給 与 月 額 年 間 給 与役職名 (歳) (円) (円)部 長 － 配偶者 ６８６，８７８ １１，６０５，０００部 次 長 － 配偶者 ６１９，５８０ １０，４３９，０００課 長 － 配偶者、子１人 ５４２，６６８ ８，８２０，０００課 長 補 佐 ５０ 配偶者、子２人 ４５１，５４４ ７，５６３，０００係 長 ４５ 配偶者、子２人 ４１７，３７３ ６，９９６，０００主 査 ４０ 配偶者、子２人 ３８７，９０４ ６，４９８，０００主 査 ３５ 配偶者、子１人 ３３１，６８３ ５，４９３，０００主 任 主 事 ３０ 配偶者 ２６６，９９７ ４，３７０，０００主 事 ２５ 独 身 ２０５，７６０ ３，３８３，０００主 事（大卒初任給） ２２ 独 身 １８６，８４６ ３，０７２，０００主 事（高卒初任給） １８ 独 身 １５１，００２ ２，４８２，０００（注）１ 特例条例による減額措置がないものとした場合で算出。２ モデル給与例の給与月額及び年間給与は、給料、扶養手当、管理職手当及び地域手当を基礎に算出。○全役職 ： 地 域 手 当（本庁勤務４．５％）○課 長 ： 管理職手当（ ７６，７００円）○部次長 ： 管理職手当（１０３，７００円）○部 長 ： 管理職手当（１２８，９００円）


